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災害時の基本的考え方
災害・事故対策、体制、訓練

平成１９年４月２１日資料平成１９年４月２１日資料

写真：大型ヘリカル装置（ＬＨＤ）の真空容器内部
１１//１１８８

１４．災害・事故時の対応等１４．災害・事故時の対応等
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１）発生するトリチウム量をできるだけ少なくする、また、真空容器内に留まるトリチウム量
は、全量が放出されても規制値を超えない量とする、

重水素の使用は、ハイパワー実験期間を含め必要最小限とする

実験期間の最後に１ヶ月程度水素やヘリウムで実験

実験終了後、１ヶ月程度水素やヘリウムのグロー放電で放電洗浄

２）トリチウム含有水の保管は、漏洩に関して厳重に注意を払う

保管槽の設置

真空容器壁に
留まるトリチウ
ムの低減

１）自動停止装置に加え、異常が生じると即座に自然にプラズマが消える性質等を利用し、
災害・事故時には中性子の発生を即座に止める、

プラズマの消去 → 核融合反応の停止 → 中性子の発生の停止

２）環境に影響を及ぼす可能性が考えられるアルゴン４１などの生成は、環境中に万一放
出されても規制値を超えない量とする

生成量の低減

３）ＬＨＤ、本体室内壁の放射化を必要最小限に抑え、消火活動等に支障がないよう、常
に備える

災害・事故が発生しても、環境に影響を与えない

基本的考え方基本的考え方
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停電

真空容器に穴 など

即座にプラズマは消去
װ

中性子の発生が即座に停止

真空容器に穴（破壊）
↓

トリチウムの本体室への飛散

提案している重水素実験計画では、仮
に１年間に発生したトリチウムが全て本
体室内に飛散しても、濃度は法令によ
る作業者の空気中濃度限界0.8Bq/cc
（水蒸気）より低い

0.43Bq/cc

本体室から外界へトリチウムがでる場
合は、濃度はさらに低する

核融合反応

真空容器に空気が入った場合

プラズマは、異常が生じると、即座に自然に消える

実験計画と実験計画とプラズマの性質プラズマの性質
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もしも壁が崩れたら？もしも壁が崩れたら？

航空機の激突や巨大地震などによる実
験室の壁の崩壊など（震度７程度の地
震では起こりません）の場合、自動停止
装置により即座にプラズマは消去

↓
中性子の発生は即座に停止

震度４で自動停止（地震計）
カメラによる壁の監視

放射化したアルゴンが外界へ飛散して
も、法令による環境に対する空気中濃
度限度以下

また41Arの半減期は約2時間と短いので、
長期間停滞して環境に影響を与えない
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敷地境界に達するまでに濃度は減
少し、最大でも本体室内の濃度の
４／１００程度

一様流
風速1ｍ/ｓ

化学種Aｒ
濃度：１％

本体棟

180m

1.5m

観測ポイント

初期状態

45m

t=30[s] t=60[s] t=120[s]
濃度1/1000の境界

濃度1/10の境界

濃度1/100の境界

t=600[s] t=1200[s] t=1800[s]

180m
観測ポイント

図は本体室内のアルゴン濃度が
１％の時の計算例（ただし、半
減期は考慮していない）

天井が取れた場合の天井が取れた場合の４１４１Ａｒの飛散シミュレーションＡｒの飛散シミュレーション
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天井が取れた場合の天井が取れた場合の４１４１Ａｒの飛散シミュレーションＡｒの飛散シミュレーション (2)(2)
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・ 41Arの半減期を考慮しない場合

・ 41Arの半減期を考慮した場合

41Arの半減期は

１.８３時間
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トリチウムトリチウム含有水の含有水の保管保管

実験中の排気ガスから取り出されたトリチウム含有水の管理は、

（１）保管施設を、耐震基準を満たして建築する、

（２）指定された保管容器で保管する、

（３）保管量をなるべく少なくする、

（４）保管容器からの漏洩を想定し、保管施設に保管容器を保管する場合、ステンレ
ス製の保管槽を設置して、その中に保管する。これにより、万一、保管容器から
漏洩しても、回収できるようにする、

（５）さらに保管槽から漏洩しても、保管施設の床から回収する、

ベータ線のため、人が近づくことができる

ことにより行う

以上により、地震などの災害が発生しても環境に影響は与えない
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ＲＩ保管施設ＲＩ保管施設 (1)(1)

RI保管施設仕様

（案１）

（案２）
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ＲＩ保管施設ＲＩ保管施設 (2)(2)

RI廃棄容器
・Φ380×598
・1.2mm:鋼製
・9.5kg
・50ﾘｯﾄﾙ

ポリ容器
・Φ300×520
・板厚 3mm:ポリエチレン
・2.3kg
・25ﾘｯﾄﾙ

１槽の容積
・4.5m×3m×0.3m=4.05 t

３槽製作

保管槽への保管イメージ
（１槽分）
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図は、LHDが実験中に、LHDに関わる

災害・事故が発生した場合の対策体制
案を示している

黒の部分は現体制で、赤の部分が重水
素実験時に加わる

研究所に、災害・事故が発生した場合、
基本的には研究所の防災マニュアルに
従って、自衛防災隊が対応するが、
LHDの実験中に災害が発生した場合、
また、LHDが実験中に事故を起こした

場合には、実験責任者がＬＨＤに関し
ては統括して、対応する

重水素実験開始後も、現在と同様、Ｌ
ＨＤで最低年一回は、火災、地震等を
想定して訓練を行うものとする

災害・事故時の体制、訓練案災害・事故時の体制、訓練案
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実験日の朝、実験前ミーティング開催

↓

左のような予定表（ホームページで公
開）で、実験目的、条件、手順等を打
ち合わせ

災害・事故時の役割を記載
↓

実験前ミーティングで必ず確認

実験期間中に火災等を想定して最低年
１回訓練を実施

＋

研究所全体で災害訓練を年１回実施

夜間は、３人体制で運転・保安（巡
回）等に対応

現在の対応・体制現在の対応・体制
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火災報知器発報

実験は自動停止 確認中

確認

カメラ等で確認

◎◎付近

南側扉待機

付近のVCB断

防災センタ
危機管理班
総主幹

付近のVCB断

実験責任者
制御室連絡員B

制御室連
絡員A

現場連絡員 現場責任者
電源系統把握

担当者

作業、事象等 確認 指示、指示内容

南側扉開 アナウンス、同内容 VCB断確認 報告、同内容

カメラ等で確認 消防 連絡、連絡先

消防
管理部担当者

自治体
研究所連絡網

研究所防災管
理体制の発動

南側扉開

南側扉開
規定値
以下

規定値以
下入室可 入室

○○のV
CB断か？

VCB断確認

遮断確認

初期消火
鎮火

○○が火災、
VCB断か？

消防の誘導、
状況説明等

確認、減磁
加熱停止、ＶＣＢ断

ガス詰め

ガス詰め

減磁

火元確認

放射線管
理室長によ
る安全確認

放射線取扱主任者

火元は○○

消防誘導 運転員等

本体室で火災発生時の本体室で火災発生時の
現在の対応マニュアル現在の対応マニュアル
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防災訓練風景防災訓練風景
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火災報知器発報

実験は自動停止 確認中

確認

カメラ等で確認

◎◎付近

南側扉待機

付近のVCB断

防災センタ
危機管理班
総主幹

付近のVCB断

実験責任者
制御室連絡員B

制御室連
絡員A

現場連絡員 現場責任者
電源系統把握

担当者

作業、事象等 確認 指示、指示内容

南側扉開 アナウンス、同内容 VCB断確認 報告、同内容

カメラ等で確認 消防 連絡、連絡先

消防
管理部担当者

自治体
研究所連絡網

研究所防災管
理体制の発動

南側扉開

南側扉開
規定値
以下

規定値以
下入室可 入室

初期消火

○○が火災、
VCB断か？

本体棟管理区域責任者

放射線管理室長

随時点検

異常の有無

放射線取扱主任者

点検

放射線安全確認

ガス詰め
放射線管理室

減磁

火元確認

適宜

随時

現在（黒字）
＋重水素時（赤字）

確認、減磁
加熱停止、ＶＣＢ断

ガス詰め

○○のV
CB断か？

VCB断確認

遮断確認

火元は○○

消防誘導 運転員等

鎮火
消防の誘導、
状況説明等

本体室で火災発生時の本体室で火災発生時の
重水素実験開始後の対重水素実験開始後の対
応マニュアル例応マニュアル例
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[連絡先]

○地元自治体と協議の上決定

[緊急通報を要する事項]

○火災などの事故が発生したとき

○事故などにより、法令の限度を超えるトリチウム含有水が施設内に漏洩したとき

○敷地境界の年間線量が法令の限度を超えたとき

○法令の限度を超えるトリチウムおよびアルゴン４１が排気されたとき

○法令の限度を超えるトリチウム含有水が排水されたとき

○地震等災害の発生その他周辺環境に影響を及ぼすおそれのある事態が発生し、重水素

実験を停止したとき

[遅滞なく連絡すべき重要事項]

○中性子およびトリチウムの年間発生量が研究所管理値を超えたとき

○事故などにより、保管するトリチウム含有水が施設内に漏洩したとき

○敷地境界の年間線量が研究所の管理値を越えたとき

○研究所の管理値を超えるトリチウムおよびアルゴン４１が排気されたとき

○研究所の管理値を超えるトリチウム含有水が排水されたとき

○地震などの災害で重水素実験を停止し、実験再開には機器の修理等が必要な事態と

なったとき

地元自治体への連絡地元自治体への連絡 (1)(1)
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[事前連絡および遅滞なく連絡すべき事項]

○各年度における重水素実験の開始時期および終了時期（議会にも通知）

○研究施設の整備計画、研究計画および研究内容並びにこれらの変更があった場合

（事前連絡）

○研究成果（定期的に連絡）

○次節に示した公表義務のある事項

○各年度の重水素実験終了後、中性子およびトリチウムの年間発生量、トリチウムの環

境への年間放出量、敷地境界の年間線量等

地元自治体への連絡（２）地元自治体への連絡（２）
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[公表義務のある事項]

○予備的実験によって、コンクリート遮蔽壁、トリチウム除去装置および周辺環境監視装

置等が所期の性能を発揮し、かつ、所定の安全性確保上の態勢も十分機能しているこ

とを確認した結果

○該当年度当初の実験計画

○トリチウムおよび中性子の発生量、当該年度のこれらの累計発生量

○放射線量の監視結果

○トリチウムの回収・保管量、処分量および処分方法（定期的に公表）

○各年度における重水素実験の開始時期および終了時期

○地元への一層の理解を深めるため、少なくとも年１回の研究施設の公開

○地震等災害の発生その他周辺環境に影響を及ぼすおそれのある事態が発生し、重水

素実験を停止したとき

[公表事項]

○日々の実験情報（日々の実験予定、日々の実験結果と１週間のまとめ）

○実験の進捗状況をまとめたもの（１サイクルで数回、市民の方へメールでも公開）

○プラズマ実験期間中の制御室及びLHD本体の様子（実況公開）

情報をホームページなどを利用して広く公開する

公表事項公表事項
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本安全管理計画は、LHD装置での重水素実験計画とその安全対策、管理計画、災害と事
故時の対応及び周辺の環境評価などについて、現在の計画をまとめたものである

今後も、本委員会をはじめ、関係各位の意見を取り入れながら、安全計画の一層の充実を
図る所存である

基本的考え方

・ 近隣の市民の方々の生活に影響を及ぼさないことを最重点事項とする

・ 研究所がこれまで、公表、約束したものは、これを遵守する

トリチウムを燃料とした実験は、土岐キャンパスでは行わない

・ 公害等調整委員会の調停案を尊重する

まま とと めめ


